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諮問庁：経済産業大臣 

諮問日：令和８年２月５日（令和８年（行情）諮問第１４７号） 

答申日：令和８年１０月１４日（令和８年度（行情）答申第６５６号） 

事件名：特定の書籍に記載された行政指導に関する文書の不開示決定（不存在）

に関する件 

答 申 書 

第１ 審査会の結論 

別紙の２に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき、これ

を保有していないとして不開示とした決定は、妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し、令和７年９月１６日付け２０２５０８

１８公開経第１号により経済産業大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」と

いう。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）について、その

取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

原処分は、違法かつ不当である。行政文書の作成年月日、保存期間及び

廃棄年月日を明示していただきたい。本件対象文書は、産業政策上最重要

なもので、本来永年保存になるはずである。 

よって、原処分を取り消すべきであるとの決定を求める。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 事案の概要 

（１）審査請求人は、令和７年８月１５日付けで、法３条の規定に基づき、

法４条１項に規定する書面を提出して、処分庁に対し、別紙の１に掲げ

る文書の開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行い、処分庁は、

同月１８日付けでこれを受け付けた。 

（２）本件開示請求に対し、処分庁は、別紙の２に掲げる文書（本件対象文

書）を特定し、法９条２項の規定に基づき、令和７年９月１６日付け２

０２５０８１８公開経第１号をもって、下記２のとおり、全部を不開示

とする決定（原処分）を行った。

（３）原処分に対し、開示請求者である審査請求人は、行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）４条１号の規定に基づき、令和７年１０月３０

日付けで、諮問庁に対し、原処分を取り消して本件対象文書を改めて特

定して開示することを求める審査請求（以下「本件審査請求」という。）
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を行った。 
（４）本件審査請求を受け、諮問庁において、原処分の妥当性につき改めて

慎重に精査したところ、本件審査請求には理由がないと認められたため、

諮問庁による裁決で本件審査請求を棄却することにつき、情報公開・個

人情報保護審査会に諮問するものである。 
２ 原処分における処分庁の決定及びその理由 

処分庁は、本件対象文書について、開示請求時点において保有していな

いため、不開示とした。 
３ 審査請求人の主張についての検討 

（１）審査請求人は、処分庁が、本件対象文書について、開示請求時点にお

いて保有していないため、不開示とした原処分を取り消し、本件対象文

書を改めて特定し開示することを求めているので、以下、具体的に検討

する。 

（２）本件対象文書は、その性質及び当時の通商産業省の文書保存に関す

る規程である、「通商産業省本省文書保存細則」（昭和３２年１１月１

日制定版）の別表「通商産業省本省保存文書区分の基準」（以下「保存

基準」という。）に照らすと、勧告に関する文書として、第４類（５年

保存）の第３号に該当し、５年の保存文書として保存期間を設定したも

のと考えられ、当時本件対象文書を作成・取得していたとしても、本件

開示請求時点においては、当該保存期間を満了し、廃棄済みである。 
また、本件審査請求を受けて、改めて担当部署の書架、書庫及び共有

フォルダ等を探索したものの、その存在を確認することはできなかった。 
（３）したがって、経済産業省では、本件対象文書を保有していないため、

これを不開示とした原処分は妥当である。 
４ 結論 

以上により、本件審査請求については何ら理由がなく、原処分の正当性

を覆すものではない。 
したがって、本件審査請求については、棄却することとしたい。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、調査審議を行った。 

① 令和８年２月５日     諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年１０月７日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は、本件対象文書の開示を求めるものである。 

審査請求人は、原処分の取消しを求めており、諮問庁は、本件対象文書

は保有していないとして不開示とした原処分を妥当としていることから、
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以下、本件対象文書の保有の有無について検討する。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

本件対象文書の保有の有無について、諮問庁は、上記第３の３のとおり

説明する。 

当審査会事務局職員をして国立国会図書館に所蔵されている特定書籍を

確認させたところ、本件開示請求は、当該書籍中の１９７０年代の通商産

業省の行政指導に関する記述に依拠したものであると認められる。 

次に、諮問庁から保存基準の提示を受けて確認したところ、本件対象文

書は同基準において列挙される永久保存を要する文書に該当するとは考え

にくい。そうすると、本件対象文書を作成・取得していたとしても、本件

開示請求時点においては、当該保存期間を満了し、廃棄済みであるとする

上記第３の３の諮問庁の説明は、不自然、不合理とはいえない。他に本件

対象文書の存在をうかがわせる事情も認められないことから、経済産業省

において本件対象文書を保有しているとは認められない。 

３ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから、本件対象文書につき、これを保有していないとして不

開示とした決定については、経済産業省において本件対象文書を保有して

いるとは認められず、妥当であると判断した。 

（第２部会） 

委員 武藤京子、委員 佐藤郁美、委員 寺田麻佑 
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別紙  

１ 本件請求文書 

  特定書籍特定頁に「（特定書籍特定頁の引用であり、記載は省略する。）」

旨記載されているが、このなかの「１９７１年通産省の強力な行政指導によ

り、日本のコンピュータ業界は特定企業グループＡ、特定企業グループＢ、

特定企業グループＣの三グループにまとめられた。他の会社はコンピュータ

業界から排除された」「この三グループには、上から順位がついていて、最

悪の場合、最初のグループが合体して残れば良いと考えた」に関する当時の

通産省の行政指導に関する文書（例えば、会議録等）。 

 

２ 本件対象文書 

１９７１年通産省の強力な行政指導により、日本のコンピュータ業界は特

定企業グループＡ、特定企業グループＢ、特定企業グループＣの三グループ

にまとめられた。他の会社はコンピュータ業界から排除された」「この三グ

ループには、上から順位がついていて、最悪の場合、最初のグループが合体

して残れば良いと考えた」に関する当時の通産省の行政指導に関する文書

（例えば、会議録等）。 

 

 

 

 


